グループホーム秦いきいき学校利用約款（令和６年度版Ⅱ）
第１条（契約の目的）

　　グループホーム秦いきいき学校（以下、「事業者」という）は、要支援、要介護状態等と認定された利用者（以下、「利用者」という）に対し、介護保険法令の趣旨に従って、共同生活住居において、家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、利用者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営む事ができるよう（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスを提供し、一方、利用者又は身元を引受ける者（以下、「身元引受人」という）は、事業者に対し、その　サービスに対する料金を支払うことについて取り決めることをこの約款の目的とします。
第２条（契約期間）
１．本約款は、利用者が「グループホーム秦いきいき学校利用同意書」を事業者へ提出した日から、効力を有します。但し、身元引受人に変更があった場合は、新たに同意を得ることとします。また、令和６年５月３１日までに「グループホーム秦いきいき学校利用同意書」の提出があった場合には、令和６年６月１日から効力を有します。
　２．利用者は、前項に定める事項の他、本約款、重要事項説明書の改定が行われない限り、　繰り返し当事業所の（介護予防）認知症対応型共同生活介護を利用することができるものとします。
第３条（（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画の作成）

　１．事業者は、当事業所に属する計画作成担当者に利用者のための（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画（以下、「介護計画」という）を作成する業務を担当させます。

　２．計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境等を踏まえて、介護計画を作成します。

　３．事業者は、次のいずれかに該当する場合は、第１条に規定する共同生活介護サービスの　目的に従い、介護計画の変更を行います。

　　① 利用者の心身の状況等の変化により、当該介護計画を変更する必要がある場合。
　　② 利用者が介護計画の変更を希望する場合。

　４．事業者は、介護計画を作成し又は変更した際には、これを利用者及びその家族又は身元　引受人に対し説明し、その同意を得るものとします。
第４条（記録）

　　（１）事業者は、利用者の（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後５年間は保管します。

　　（２）事業者は、利用者に対し、いつでも保管する当該利用者に関する記録の閲覧、　複写物の交付に応じます。

第５条（利用者からの解除）

　　利用者及び身元引受人は、事業者に対し、７日間以上の予告期間をもって退居の意思表明をすることにより、本約款に基づく（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスを解除・　終了することができます。
1　　　　（1）
第６条（事業者からの解除）

　　事業者は、利用者に対し、次号に該当する場合には、３０日間以上の予告期間をもって、　本約款に基づくサービスの利用を、解除・終了することができます。

1 利用者及び身元引受人が、事業者、事業者の使用する者又は他の利用者等に対して、背信行為又は反社会的行為を行い、事業者が利用継続は困難であると判断した　　場合。

2 利用者及び身元引受人が、本約款に定める利用料金を２ヶ月分以上滞納し、その支払いを督促したにもかかわらず１ヶ月以内に支払われない場合。

3 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、入院治療が必要になるなど、適切な　サービスの提供を超えると判断された場合。
4 本約款第１７条に違反し、その後事業者の指導に従わない場合。
第７条（契約の終了）

　　次に掲げる事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。

1 第５条により、契約を解除したとき。

2 第６条により、契約を解除したとき。

3 利用者の要介護認定区分が要支援１または非該当（自立）と認定された場合。

4 利用者が共同生活住居を離れて３ヶ月を経過したとき、または３ヶ月以上の入院が見込まれる場合。
5 利用者が他の介護保険施設に入所する場合。

6 利用者が死亡した場合。

第８条（利用料金）

　１．利用者及び身元引受人は、連帯して当事者に対し、本約款に基づく（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスの対価として、「重要事項説明書２」のサービス提供に伴い必要となる月ごとの合計額を支払うものとします。

　２．事業者は、提供する共同生活介護サービスのうち、利用者に実費負担が発生する場合には、そのサービスの内容及び利用料金を説明し、利用者の同意を得ます。
　３．事業者は、共同生活介護サービスの要介護状態区分ごとの利用料及びその他の費用の額を変更しようとする場合は、事前に利用者に対し文書により通知し、変更することができます。

第９条（事故発生時の対応及び損害賠償）

　１．事業者は、（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスの提供にあたって、事故が発生した　場合には、速やかに利用者の家族または身元引受人に連絡するとともに、必要な措置を講じます。

　２．前項において、利用者の生命、身体、財産に損害が生じた場合には、事業者は速やかに利用者の損害を賠償します。但し、事業者及び事業者が使用する者に故意・過失が無い場合にはこの限りではありません。
　３．前項において、当該事故発生につき利用者に重過失がある場合は、損害賠償の額を　減額することができます。

2　　　　（2）
第１０条（身体の拘束等）

　　事業者は、サービスの提供にあたり、利用者または他の利用者等の生命または身体を　保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限しま　　せん。

第１１条（退居時の援助）
　　利用者が当事業所を退居するときは、事業者は退居後の利用者の生活環境及び介護の　継続性に配慮し、利用者及び利用者の家族に対し必要な援助を行うとともに、地域包括　支援センター、居宅介護支援事業者への情報提供、保健医療サービスまたは福祉サービス機関等との連携に努めます。

第１２条（秘密保持）

　　事業者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を契約中及び契約終了後、「重要事項説明書３」にある個人情報取扱規定に基づき適切に取り　　扱い、正当な理由なく第三者に漏らすことはありません。
第１３条（苦情対応）
　　１．利用者は、（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービス内容等に苦情がある場合は、事業者、市町村、国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。

　　２．事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申し立て又は相談があった場合は、迅速かつ適切に対応します。

第１４条（緊急時の対応）

　　事業者は、利用者に容態の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医に　連絡をとるなど必要な対応を講じます。

第１５条（身元引受人）
　　１．事業者は、利用者に対し、身元引受人を定めることがあります。但し、利用者に　身元引受人を立てることができない相当の理由が認められる場合は、この限りではありません。

　　２．身元引受人は次の責任を負います。

　　　① 利用者が医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行するように協力　　する。

　　　② 利用者が医療機関を受診する必要がある場合は、受診の付き添い等について家族間で調整する。

　　　③ 契約終了の場合、事業者と連携して利用者の状態に見合った適切な受入先の確保に努める。

　　　④ 利用者が死亡した場合、遺体及び遺留金品の引き受けその他必要な措置をとる。

　　　⑤ 本約款に関して連帯して責任を履行する。
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第１６条（利用者代理人）

　　１．利用者は、代理人を選任して本約款に同意することができ、また本約款に定める　権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができます。

　　２．利用者の代理人選任に際して必要がある場合は、事業者は成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の内容を説明するものとします。

第１７条（入居者生活上の禁止行為及び賠償義務）
　　１．入居者は当事業所内で次の行為をしてはならない。

　　　① 他者への暴言、暴力、また泥酔等により他者に迷惑をかけること。
　　　② 指定された場所以外での喫煙。

　　　③ 当事業所内の安全、衛生を害すること。

　　　④ 入居者同士での金品の貸借。

　　　⑤ 施設の秩序を乱し、他の入居者への迷惑となる行為。

　　２．入居者は、故意に施設設備及び備品に損害を与えた場合は、その損害を弁償し、又は現状に回復する責を負わなければならない。

　　３．損害賠償の額は、入居者の収入及び事情を考慮して減免することができる。

第１８条（重要事項の説明）
　　本約款、並びにこれに付属する「重要事項説明書１」「重要事項説明書２」「重要事項　説明書３」を交付し、説明を行います。

第１９条（本約款に定めのない事項）

　　本約款に定めのない事項については、介護保険法令その他の関係法令を尊重して、利用者と事業者が誠意を持って協議のうえ定めます。

第２０条（裁判管轄）

　　利用者と事業者は、本約款に関してやむを得ず訴訟となる場合は、高知地方裁判所を第一管轄裁判所とすることをあらかじめ同意します。
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